
財務諸表に対する注記

１．継続組織の前提に関する注記
なし。

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（定額法）による。

(2) 固定資産の減価償却の方法
固定資産については、定額法による減価償却を行っている。
ただし、補助金収入購入分については、取得時に固定資産圧縮引当金を計上し、圧縮記帳を行っている。

(3) 引当金の計上基準
退職給付引当金･････プロパー職員の退職給与額相当額を計上している。

(4) キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

(5) 消費税等の会計処理
税込み方式による。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
投資有価証券 148,918,261 136,537 149,054,798
普通預金 1,081,739 136,537 945,202

小　　　計 150,000,000 136,537 136,537 150,000,000
特定資産

経済研究情報基金 100,000,000 10,281 10,281 100,000,000
情報化基盤整備基金 150,000,000 51,403 51,403 150,000,000
債務保証基金 81,327,000 296,061 296,061 81,327,000
利子補給基金 60,000,000 60,000,000
科学技術振興基金 166,510,753 18,461 23,103,360 143,425,854
高度技術開発振興基金(研修指導･調査研究) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(技術振興) 259,450,000 259,450,000
高度技術開発振興基金(学術) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(芦原) 296,744,000 1,716 1,716 296,744,000
高度技術開発振興基金(地域産業活性化) 150,000,000 254,111 254,111 150,000,000
中小企業後継者育成基金 300,000,000 300,000,000
新かがわ中小企業応援基金 11,853,256,000 1,742,013 1,742,013 11,853,256,000
退職給付引当資産 16,214,499 3,490,354 16,710,537 2,994,316
減価償却引当資産 3,877,832 3,877,832
頭脳化センタービル修繕積立資産 370,146,453 223,811,980 350,175,000 243,783,433
産業会館維持管理積立資産 20,000,000 1,271 1,271 20,000,000
事業等調整積立資産 9,780,916 6,500,000 6,500,000 9,780,916
代位弁済積立資産 6,478,095 35,709,676 41,000,000 1,187,771
利子補給積立資産 8,468,431 10,990,000 18,000,000 1,458,431
芦原研究支援事業積立資産 5,691,790 170,396 5,521,394
高度技術開発振興事業積立資産 6,460,373 21,124,440 26,000,000 1,584,813
産学官共同研究開発事業積立資産 638,756 27,228,072 27,677,363 189,465
中小企業後継者育成事業積立資産 37,347,911 4,738,211 3,000,000 39,086,122
設備貸与事業円滑化引当資産 12,876,000 18,654 18,654 12,876,000
収支差額変動準備金資産 19,698,248 17,706,000 30,853,000 6,551,248
財政調整準備金資産 27,917,262 27,917,262
研究体制強化積立資産 48,343,728 10,700,000 59,043,728
支援機能維持強化積立資産 4,840,685 2,550,833 2,289,852
産業高度化等施設提供積立資産 5,066,370 5,066,370

小　　　計 14,416,068,732 369,459,074 607,159,727 14,178,368,079
合　　　計 14,566,068,732 369,595,611 607,296,264 14,328,368,079

貸倒引当金･････････割賦設備未収損害賠償金について、貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してい
る。

現金及び現金同等物。現金同等物には、要求払い預金の他、３ヶ月以内に決済日が到来する価格変動リスクの無い短期投資が含まれる。



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産
投資有価証券 149,054,798 149,054,798
普通預金 945,202 945,202

小　　　計 150,000,000 150,000,000
特定資産
その他の特定資産

経済研究情報基金 100,000,000 100,000,000
情報化基盤整備基金 150,000,000 150,000,000
債務保証基金 81,327,000 81,327,000
利子補給基金 60,000,000 60,000,000
科学技術振興基金 143,425,854 143,425,854
高度技術開発振興基金(研修指導･調査研究) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(技術振興) 259,450,000 259,450,000
高度技術開発振興基金(学術) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(芦原) 296,744,000 296,744,000
高度技術開発振興基金(地域産業活性化) 150,000,000 150,000,000
中小企業後継者育成基金 300,000,000 300,000,000
新かがわ中小企業応援基金 11,853,256,000 1,603,256,000 10,250,000,000
退職給付引当資産 2,994,316 2,994,316
減価償却引当資産 3,877,832 3,877,832
頭脳化センタービル修繕積立資産 243,783,433 243,783,433
産業会館維持管理積立資産 20,000,000 20,000,000
事業等調整積立資産 9,780,916 9,780,916
代位弁済積立資産 1,187,771 1,187,771
利子補給積立資産 1,458,431 1,458,431
芦原研究支援事業積立資産 5,521,394 5,521,394
高度技術開発振興事業積立資産 1,584,813 1,584,813
産学官共同研究開発事業積立資産 189,465 189,465
中小企業後継者育成事業積立資産 39,086,122 39,086,122
設備貸与事業円滑化引当資産 12,876,000 12,876,000
収支差額変動準備金資産 6,551,248 6,551,248
財政調整準備金資産 27,917,262 27,917,262
研究体制強化積立資産 0 0
支援機能維持強化積立資産 2,289,852 2,289,852
産業高度化等施設提供積立資産 5,066,370 5,066,370

小　　　計 14,178,368,079 3,544,202,854 381,170,909 10,252,994,316
合　　　計 14,328,368,079 3,694,202,854 381,170,909 10,252,994,316

５．担保に供している資産

６．引当金の明細
引当金の明細は、次のとおりである。

（単位：円）
当期減少額

目的使用 その他
退職給付引当金 16,214,499 3,490,354 16,710,537 2,994,316
貸倒引当金 3,824,476 3,824,476

合　　　計 20,038,975 3,490,354 20,535,013 2,994,316

７．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務
なし。

　国債第349回 800,895,400円（帳簿価額）、千葉県債R4-2 99,969,517円（帳簿価額）、千葉市債R4-2 99,969,517円（帳簿価額）、神奈川県
債第90回5年 79,985,600円（帳簿価額）及び地方公共団体金融機構債第32回5年 9,170,000,000円（帳簿価額）は、新かがわ中小企業応援基金
造成のための長期借入金10,250,000,000円の担保に供している。

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高



８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
種類及び銘柄 券面額 帳簿価額 時　　価 評価損益

国債
国債第349回 800,000,000 800,895,400 783,732,800 △17,162,600

小　　　計 800,000,000 800,895,400 783,732,800 △17,162,600
地方債

神戸市債30年H30-10 200,000,000 200,000,000 143,301,000 △56,699,000
佐賀県債H29-1 100,000,000 100,439,351 97,900,000 △2,539,351
大阪府債第472回10年 10,000,000 9,842,050 9,239,970 △602,080
秋田県債令和3年度第1回10年 110,000,000 109,281,333 101,893,000 △7,388,333
大阪府債第479回10年 30,000,000 29,931,415 27,827,700 △2,103,715
千葉県債R4-2 100,000,000 99,969,517 98,120,000 △1,849,517
千葉市債R4-2 100,000,000 99,969,517 98,120,000 △1,849,517
神奈川県債第90回5年 80,000,000 79,985,600 78,624,000 △1,361,600
大阪府債第193回5年 60,000,000 59,917,457 58,878,000 △1,039,457
大阪府債第198回5年 100,000,000 99,571,560 97,960,000 △1,611,560
大阪府債第55回5年 50,000,000 49,951,089 48,950,000 △1,001,089
大阪府債第493回10年 40,000,000 39,970,615 37,484,000 △2,486,615
北九州市債平成29年度第3回 50,000,000 49,964,938 48,943,500 △1,021,438
大阪府債第53回5年 10,000,000 9,981,011 9,913,000 △68,011

小　　　計 1,040,000,000 1,038,775,453 957,154,170 △81,621,283
政府保証債

政府保証地方公共団体金融機構債第95回 20,000,000 20,037,090 19,682,000 △355,090
政府保証日本高速道路保有債務返済機構債第318回 20,000,000 20,051,120 19,636,000 △415,120
政府保証日本高速道路保有債務返済機構債第330回 50,000,000 50,146,162 48,935,000 △1,211,162
政府保証地方公共団体金融機構債第97回 10,000,000 10,017,804 9,823,000 △194,804

小　　　計 100,000,000 100,252,176 98,076,000 △2,176,176
財投機関債等

住宅金融支援機構債第320回30年 200,000,000 201,799,708 128,500,000 △73,299,708
地方公共団体金融機構債第9回30年 100,000,000 94,309,969 61,148,700 △33,161,269
地方公共団体金融機構債第96回 100,000,000 100,377,764 98,330,000 △2,047,764
地方公共団体金融機構債第103回 100,000,000 100,231,970 97,830,000 △2,401,970
地方公共団体金融機構債第122回 100,000,000 102,815,322 100,930,000 △1,885,322
地方公共団体金融機構債第100回 400,000,000 400,245,807 391,760,000 △8,485,807
地方公共団体金融機構債第32回5年 9,300,000,000 9,300,000,000 9,105,630,000 △194,370,000

小　　　計 10,300,000,000 10,299,780,540 9,984,128,700 △315,651,840
電力債

東北電力債30年第533回 100,000,000 100,000,000 62,774,100 △37,225,900
北海道電力債第371回30年 100,000,000 100,000,000 61,540,000 △38,460,000
九州電力債第500回30年 100,000,000 100,000,000 62,090,000 △37,910,000
中国電力債第435回20年 100,000,000 100,000,000 77,540,000 △22,460,000
四国電力債第321回30年 100,000,000 100,000,000 66,960,000 △33,040,000
中国電力債第439回20年 200,000,000 200,000,000 156,040,000 △43,960,000
九州電力債第509回18年 300,000,000 300,000,000 245,940,000 △54,060,000
北陸電力債第359回20年 200,000,000 200,000,000 164,460,000 △35,540,000
東北電力債第554回20年 300,000,000 300,000,000 260,310,000 △39,690,000
北陸電力債第345回 100,000,000 95,569,345 89,250,000 △6,319,345
東北電力債第531回 50,000,000 48,474,226 46,370,000 △2,104,226
関西電力債第506回 50,000,000 49,968,985 49,420,000 △548,985

小　　　計 1,700,000,000 1,694,012,556 1,342,694,100 △351,318,456
合　　　計 13,940,000,000 13,933,716,125 13,165,785,770 △767,930,355

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）
補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金

受取一般管理費県補助金 香川県 － 162,739,314 162,739,314 －

受取香川中小企業経営資源強化対策県補助金 香川県 － 33,966,659 33,966,659 －

受取地域課題解決型創業支援県補助金 香川県 － 13,581,756 13,581,756 －

受取地域中小企業知的財産戦略支援国補助金 四国経済産業局 － 6,092,579 6,092,579 －

受取IT関連ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施設管理運営事業補助金 香川県 － 6,651,347 6,651,347 －

受取創業支援塾事業県補助金 香川県 － 719,891 719,891 －

受取知的財産活性化県補助金 香川県 － 8,176,731 8,176,731 －

受取知的財産活用促進県補助金 香川県 － 5,991,000 5,991,000 －

受取中小企業地域資源活用等促進事業補助金
公益財団法人全国中小
企業振興機関協会 － 6,987,866 6,987,866 －

受取成長型中小企業等研究開発支援国補助金 四国経済産業局 － 155,837,649 155,837,649 －

受取新かがわ中小企業応援ﾌｧﾝﾄﾞ等事業県補助
金

香川県 － 33,446,904 33,446,904 －

受取新技術啓発事業県補助金 香川県 － 1,264,984 1,264,984 －

合　　　計 435,456,680 435,456,680



１０．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　目 金　　額

経常収益への振替額
目的達成による指定解除額 0

経常外収益への振替額
寄附者の同意による指定解除額 23,084,899

合　　　計 23,084,899

１１．関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１２．キャッシュ･フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末
現金預金勘定 291,871,460円 現金預金勘定 307,167,297円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 預入期間が３ヶ月を超える定期預金
現金及び現金同等物 291,871,460円 現金及び現金同等物 307,167,297円

（２）重要な非資金取引はない。

１３．重要な後発事象
なし。

附属明細書

財務諸表に対する注記に記載済につき省略

関係内容
役員の兼
務等

事業上の
関係

支配 香川県 高松市 地方 評議員 事業の 受取補助金等 266,538,586 未収金 75,185,310
法人 番町 1,332 公共 － １名 受入 未払金 －

団体 受取受託金 116,995,460 未収金 31,141,247
理事 未払金 －
１名 借入金収入 －

借入金返済 －

長期借入金 9,450,000,000

１年以内返済予定
長期借入金

期末残高
(単位：円)

事業の
内容又
は職業

議決権の
所有割合

取引の内容
取引金額
(単位：円)

種類
法人等
の名称

住所
資産総額
(単位：
十億円)

科目


